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本研究の日的は, 気象警報発表時における生徒の安全確保に資するための臨時休業基準の設定とその公表の在り方につ
いて考究することである。 兵庫県の高校における臨時休業基準の対象警報を調査した結果, 第一に, その学校の所在地に
発表される可能性のある警報の全てを対象と していない場合が多く あることが明らかとなった。 第二に, 学校の所在する
「市町村等をまとめた地域」 の間で対象とする警報の種類や対応率の差異が確認できた。 第三に, 臨時休業基準をホーム
ページで公表していない学校の存在が確認できた。 また, 掲載されている中においても, 明らかに間違いだと思われる例
や法規上の用語が正しく使用されていない例も確認できた。 以上の調査結果を踏まえて, 今後の在り方について専門的視
点から考察を加えた。 
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1 研究の背景と目的
昨今, 地球規模での気候変動が日に見える形で発現し
てきている。 IPCC ( Intergovernmental Panel on Climate 
Change : 気候変動に関する政府間パネル) の第 5 次報
告書 (2014) においては, 「気候システムの温暖化には
疑う余地がなく, また1950年代以降, 観測された変化の
多 く は数十年から数千年間にわたり前例のないものであ
る。 大気と海洋は温暖化し, 雪氷の量は減少し, 海面水
位は上昇している」' ) ことを指摘している。
さまざまな気候変動がある中で, 近年 , 日本において
も注日を集めている豪雨に関して, 同報告書は 「極端現
象」2) の一つと している。 日本における豪雨による被害
としては, 2014年 8 月の広島県広島市での集中豪雨によ
る土砂災害3) や2011年 8 月の紀伊半島の新宮川での大
水害 4) などが挙げられる。 このよう な気候変動を捉え
て, 国土交通省 (2015) は 「近年, 雨の降り方が局地化, 
集中化, 激甚化している」5) との指摘を行っている。 そ
して, 「全国で発生している水害等による被災者からは
『今まで経験したこ とがない』 という言葉が頻繁に聞か
れるよう になった」6) と述べており, 今後も発生が予想
される異常気象に対 して警鐘を鳴ら している。 さらに, 
このよう な状況を 「『新たなステージ』 と捉え, 危機感
をも って防災 ・ 減災対策に取り 組んでい く 必要があ
る」7) こ と を指摘している。
この 「新たなステージ」 に対応するため, 気象庁は , 
既に2013年から運用が始まっている 「特別警報」 に加え, 
「防災気象情報の改善や観測・ 予測技術の向上に取り組
む」8) こ と と している。 その一つと して, 2017年度から









例が確認できる。 2011年, 大雨警報が発表されたため, 
一斉に学年下校をしていた小学生が側溝に足を入れて流
され死亡している'°)。 また, 2015年, 大雨の中, 自転車
で登校していた高校生が冠水した用水路に流され死亡し









ものと して機能しているか, 外部から調査 ・ 検証するこ
とが求められる。
その重要性を示す例として, 坂田 (2015) は 「宮崎県
中学校キャンプ湖死事件」 の裁判において, 気象状況の
把握義務が刑事責任の有無を判断する観点であったこと
を指摘している'3)。 このこ とからも, 臨時休業基準の調
査 ・ 検討を行い, 学校における気象状況の的確な把握に
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ついて考究する必要があるといえよう。
臨時休業に関する先行研究は, イ ンフルエ ンザをはじ
めとする感染症について調査 ・ 検討した荒井ら(2010) '4) , 

















査時期は, 2016年 1 月から3 月にかけて実施したc 




対象警報として, 気象庁の定める大雨警報, 洪水警報, 
暴風警報, 暴風雪警報, 大雪警報, 波浪警報, 高潮警報
の 7 種を設定した。 また, それぞれの市町で発表される
可能性のある警報に対する割合 (以下, 「対応率」 と略
称, 算出方法は対象警報の数÷発表される可能性のある
警報の数 x 100) を算出した (、 
3 結果と考察
3.1 気象庁の市町村等をまとめた地域






兵庫県の場合, 北から順に, 但馬北部, 但馬南部, 北
播丹波, 播磨北西部, 播磨南西部, 播磨南東部, 阪神, 
淡路の 8 つに区分している。
一方, 兵庫県の県立を含む公立高校の学区は, 2015年




すると, 図 1 のようになる。 「但馬北部」 と 「但馬南部」
は第 5 学区, 「播磨北西部」 「播磨南西部」 は第4 学区に
対応している。「播磨南東部」 と 「北播丹波」 の西脇市 ・ 
多可町は第 3 学区 , 「北播丹波」 の篠山市 ・ 丹波市と
「阪神」 の尼崎市 ・ 西宮市 ・ 伊丹市 ・ 宝塚市 ・ 川西市 ・ 
三田市 ・ 猪名川町は第2 学区 , 「阪神」 の神戸市 ・ 芦屋
















きるよう にしておく 必要がある。 
3.3 対象警報
表 1 は, 各市町で発表される可能性のある警報をまと
めたものである。 大雨警報, 洪水警報, 暴風警報, 暴風
雪警報, 大雪警報, 波浪警報, 高潮警報の◆のついた警
報が発表される可能性のあることを示す。 表2 は, それ
らの警報を各市町の何校が臨時休業基準の対象と してい
るか整理したものである。
以下, 7種の警報について, 兵庫県北部の豊岡市, 中
部の神戸市, 南部の南あわじ市における発表基準を示し
ながら, 個別 ・ 具体的に検討していく。
(1) 大雨警報
大雨とは, 特定の時間内に大量に降る雨のこ とであ
る '9)。 大雨警報の発表基準 (雨量基準) は, 3 時間雨量
が豊岡市 (平坦地) で90mm2°) , 1時間雨量が神戸市で60 
mm2'), 同じ く 南あわじ市で60mm22) となっている。
大雨警報は, 全127校 (分析の対象127校に対する割合







があふれたりするこ と である23)。 洪水警報の発表基準
(雨量基準 ) は , 3 時間雨量が豊岡市 (平坦地 ) で
9 0 mm24) , 1 時間雨量が神戸市で60mm25), 同じく 南あわじ
市で60mm26) となっている。
洪水警報は, 123校 (96.9%) が対象と していた。 対
象としていない4 校の中で私立校 1 校を除く3 校の臨時
休業基準には, 「気象警報発表の場合」 という 旨の記載
t気象警報による臨時休業に関する基準の設定と公表の在り方の検討
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報を発表している。 そして, 気象業務法施行令 (第 4 条) 
地震動警報, 火山現象警報, 地面
高潮警報, 波浪警報, 浸水警報, 
洪水警報の 9 種類の警報を規定している。 その中で, 気
象警報を 「暴風雨, 暴風雪, 大雨, 大雪等に関する警報」
と定めている。 さらに, 気象庁予報警報規程 (第11条の

















が対象と していた。 1 
校のみが対象警報と していないため, 掲載ミ スではない
かと考えられる。 ホームページ上で臨時休業基準を公開
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発達した温帯低気圧の周辺で, と く に北日本を中心に生
じ, また, 低気圧の後面の著しく強い風(暴風) で降雪
を伴う場合などに生じるものである3')。 暴風雪警報の発
表基準 (陸上) は, 豊岡市, 神戸市, 南あわじ市の全て
において1
る 32)33)34) o 
平均風速が20m/sで雪を伴う場合となつてい
暴風雪警報は, 71校 (55.9%) が対象と していた。 市
町村等をまとめた地域ごとにみると, 但馬北部と但馬南
部の全ての学校は対象警報としている一方で, 播磨南東
部, 阪神, 淡路島の学校は半数以下しか対象警報と して




よ り も, 発表頻度の低い南部の学校において暴風雪に対
する備えに課題のある傾向が明らかとなった。
また, 大雪に比べ暴風雪への警戒は低く認識されてい
るのではないかと考えられる。 しかし, 暴風雪により, 
2013年, 北海道で車が立ち往生するなどし, 8 人が死亡
する事故が起きている35)。 このよう な痛ましい事故を受





り, 方向感覚を失って自分の位置がわからなく なります。 
さらに, 車からは視界不良により歩行者がみえにく く な



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































計 127 123 126 71 120 1 6 127 
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る37)。 大雪警報の発表基準は, 24 時間降雪の深さが豊岡
市で60cm38), 神戸市 (平地) で20cm39), 南あわじ市 (平
地) で20cm4°) となっている。
大雪警報は, 120校 (94.5%) が対象としていた。 市
町村等をまとめた地域ごとにみると, 但馬北部 , 但馬南
部, 北播丹波, 播磨北西部に位置する全ての学校は, 大
雪警報を対象警報にしている一方で, その他の地域にお
いては, 対象警報としていない学校の存在が確認できた。 
新田 (2009) は 「交通障害など災害をもたらす雪の量
は一定でな く, その地方の雪に対する備えに依存す
る」4') と述べている。 このことは, 大雪警報の発表基準
が兵庫県内で一様ではなく, 北部と中部 ・ 南部で異なっ
てい る こ と から も確認で き る。 ま た, 文部科学省





こ とが考えられる。 そのため, どの地域においても大雪
警報を対象警報に加え, 備えを万全にする必要がある。
(6) 波浪警報
風によって, 引き起こ される波を風浪といい, 遠方で
発生した風浪が伝播してく る波, あるいは風がやんだ後
に海面に残っている波をう ねり という。 波浪とは, これ
らの風浪とう ねり を合わせた総称である43)。 波浪警報の
発表基準は, 有義波高が豊岡市で6.0m44) , 神戸市で3.0 
m45), 南あわじ市で4.0m46) と なっているo
一方, 東日本大震災で甚大な被害をもたらした津波に
関し, 津波警報の発表基準は, 「予想される津波の高さ
が高いところで1 m を超え, 3 m以下の場合」47) であ る。 
波浪と津波では原因も現象も異なり, 一概に比較する
ことができるものではない。 しかし, 津波警報の発表基




ホームページ 「高波による災害」 には, 波浪害の例と し
て海岸沿いの道路で落橋が発生するなど, 大きな被害の
発生を報告している48)。 そして, 「高波にさ らわれる事
故が毎年のように発生」49) していることを指摘し, 波浪
の脅威への警戒を呼び掛けている。
波浪警報は, 1 校 (0.8%) のみが対象と していた。 
これらのことから, 生徒の居住地や通学経路が沿岸部に
位置する場合, 波浪の影響を受け, 生徒の身が危険に日西







象のこ とである5°)。 高潮警報の発表基準は, 潮位が豊岡
市で0.9m51), 神戸市で1.6m 52), 南あわじ市で1.8 m53) と
なっている。
そして, 高潮の恐怖がより強く なるのは, 大潮や満潮
の時間と重なったときである。 気象庁ホームページ 「高




高潮警報は, 6校 (4.7%) が対象と していた。 これ
らのことから, 前述の波浪と同様に, 生徒の居住地や通
学経路が沿岸部にある場合は, 高潮の影響を受ける恐れ
がある。 そのため, 波浪警報と同様に, 高潮警報に対し
ても備えを万全にする必要がある。 
3.4 対応率
表 3 は, 各市町に位置する学校の対応率の状況を整理
したものである。 分布帯別にみると, 完全対応群は31校
(24.4%) , 高対応群は20校 (15.7%) , 中対応群は32校
(25.2%) , 低対応群は43校 (33.9%) , 非対応群は 1 校
(0.8%) であった。 市町村等をまとめた地域ごとにみる
と, 北播丹波, 播磨北西部の全ての学校は, 完全対応群
と高対応群であった。 一方, 分析校の少ない淡路を除い


















第一に, 大雨警報は全ての学校が対象警報としていた c 
一方, 洪水警報, 暴風警報, 大雪警報については, 対象







市町村 学区 非対応群 低対応群 中対応群 高対応群 完全対応群
20- 39% 40-59% 60-79% 80- 99% 100% 
分析校
豊岡市 1 3 4 
但馬北部 香美町 1 1 











































姫路市 第4学区 7 6 1 14 
相生市 1 1 
播磨南西部























































川西市 第2学区 3 3 
三田市 2 3 5 








淡路市 1 1 
計 1 43 32 20 31 127 





















できる状況にあったのは, 179校中127校 (70.9%) であっ










く 必要がある。 生徒の安全確保に関し, 文部科学省






にならないよう に注意しなければならない。 このこ とに
関して, 山本 (2015) は, 近隣の学校が数十メートルし
か離れていない都会にある学校のよう な 「特別な状況下
の地域で非常変災 ( とりわけ自然災害) による臨時休業
の対応が学校毎に異なることは, 保護者の不信を招く恐




















れる。 例えば, 巨大地震が発生した際には, 学校だけで
なく, 生徒や保護者もパニックに陥るであろう。 臨時休
業基準はこのよう な非常事態にも備えるべきものである。 
この場合, 臨時休業基準には, 生徒 (保護者) から学校
へ安否情報をどのよう に連絡するかなども定めておく こ
とが必要である。 南海ト ラフ巨大地震の近い将来の発生
が予想される中, 地震への対応の検証の一つと して, 臨
時休業基準を調査することも有用であると考えている。
第三に, 県内の他校種や県外の高校の臨時休業基準な
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